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国立市介護保険特別会計予算案 

 

 

 

上記の議案を提出する。 

 

 

 

    令和 ３ 年 ２ 月 ２４ 日 

 

 

 

 

 

 

     提出者  国 立 市 長    永 見 理 夫 
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（ 451 ） 

 

令和３年度 

 

国立市介護保険特別会計予算 

 

令和３年度国立市の介護保険特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 6,055,812千円と定める。 

２  歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表  歳入歳出予算」に 

よる。 

（歳出予算の流用） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２２０条第２項ただし書の規定により歳

出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。  

 (１) 介護給付費の各項に計上した予算額に過不足が生じた場合における同一款内でのこ  

れらの経費の各項の間の流用 

 (２ ) 各項に計上した給料、職員手当及び共済費（会計年度任用職員に係る共済費を除

く。）に係る予算額に過不足が生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の

間の流用 

 

 

 

 

 

 

 

 

      令和３年２月２４日提出 

 

                       東 京 都 国 立 市 長                    永 見  理 夫 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第　１　表 歳 入 歳 出 予 算
歳　入

千円

款 項 金　　額

452(　　　)

 1. 保険料 1,331,871

 1. 介護保険料 1,331,871

 2. 使用料及び手数料 1

 1. 手数料 1

 3. 国庫支出金 1,239,045

 1. 国庫負担金 959,212

 2. 国庫補助金 279,833

 4. 支払基金交付金 1,518,159

 1. 支払基金交付金 1,518,159

 5. 都支出金 847,090

 1. 都負担金 795,718

 2. 都補助金 51,372

 6. 財産収入 70

 1. 財産運用収入 70

 7. 繰入金 1,119,207

 1. 一般会計繰入金 1,069,207

 2. 基金繰入金 50,000

 8. 繰越金 5

 1. 繰越金 5

 9. 諸収入 364

 1. 延滞金、加算金及び過料 1

 3. 雑入 363

歳 入 合 計 6,055,812



歳　出

千円

款 項 金　　額

453(　　　)

 1. 総務費 276,774

 1. 総務管理費 229,752

 2. 徴収費 5,771

 3. 介護認定審査会費 33,148

 4. 趣旨普及費 5,845

 5. 運営協議会費 2,258

 2. 介護給付費 5,447,854

 1. 介護サービス等諸費 5,014,800

 2. 介護予防サービス等諸費 119,066

 4. その他諸費 5,578

 5. 高額介護サービス等諸費 164,340

 6. 特別給付費 48,072

 7. 特定入所者介護サービス等費 95,998

 4. 基金積立金 70

 1. 基金積立金 70

 5. 地域支援事業費 326,006

 2. 包括的支援事業・任意事業費 102,977

 3. 介護予防・生活支援サービス事業費 196,122

 4. 一般介護予防事業費 26,496

 5. その他諸費 411

 7. 諸支出金 2,108

 1. 償還金及び還付金 2,103

 2. 繰出金 5

 8. 予備費 3,000

 1. 予備費 3,000

歳 出 合 計 6,055,812





 

 

 

 

 

 

令和３年度 

 

 

国 立 市 介 護 保 険 特 別 会 計 予 算 

 

説 明 書 
 

 

 



Ⅰ ． 歳 入 歳 出 予 算 款 別 比 較 表

歳  　入

456(　　　)

千円 千円 千円 ％ ％

款 本年度予算額 前年度予算額 比較増減
本年度 前年度

構成比

  1. 保険料 1,331,871 1,286,019 45,852 21.99 21.78

  2. 使用料及び手数料 1 1 0 0.00 0.00

  3. 国庫支出金 1,239,045 1,227,864 11,181 20.46 20.80

  4. 支払基金交付金 1,518,159 1,495,071 23,088 25.07 25.32

  5. 都支出金 847,090 829,797 17,293 13.99 14.05

  6. 財産収入 70 70 0 0.00 0.00

  7. 繰入金 1,119,207 1,065,484 53,723 18.48 18.05

  8. 繰越金 5 5 0 0.00 0.00

  9. 諸収入 364 4 360 0.01 0.00

歳 入 合 計 6,055,812 5,904,315 151,497 100.00 100.00

※構成比は四捨五入しているため、100%にならないことがあります。



歳  　出

457(　　　)

千円 千円 千円 ％ ％

款 本年度予算額 前年度予算額 比較増減
本年度 前年度

構成比

  1. 総務費 276,774 248,941 27,833 4.57 4.22

  2. 介護給付費 5,447,854 5,357,935 89,919 89.96 90.75

  4. 基金積立金 70 70 0 0.00 0.00

  5. 地域支援事業費 326,006 292,261 33,745 5.38 4.95

  7. 諸支出金 2,108 2,108 0 0.03 0.04

  8. 予備費 3,000 3,000 0 0.05 0.05

歳 出 合 計 6,055,812 5,904,315 151,497 100.00 100.00























































































Ⅲ ． 給 与 費 明 細 書

期 末 手 当

報　　　  酬 給　　　  料 （千円） そ の 他 の 計

年間支給率 手　　    当

（人） （千円） （千円） 　 （月分） （千円） （千円） （千円） （千円）

本

その他の

特 別 職
度

前

その他の

特 別 職
度

比

その他の

較 特 別 職

　１． 特　別　職

区　　　　　　分

職　員　数

給　　　　　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　　　　　費

共　済　費 合　　　　計

備　　　　　考

長　　　等

年

46 12,023 12,023 12,023

議　　　員

12,023

長　　　等

計 46 12,023 12,023

年

46 12,350 12,350 12,350

議　　　員

12,350

長　　　等

計 46 12,350 12,350

議　　　員

0 △ 327 △ 327 △ 327

△ 327計 0 △ 327 △ 327

２ ． 一  般  職

（１）  総      括

備　　　　考

（千円） （千円） （千円） （千円）

3,956 3,285

地 域 手 当

27,700 227,070

通 勤 手 当

区　　　分
職　員　数

（人）

給　　　　　　与　　　　　　費

報　　　酬 給　　　料 職員手当 計

本　年　度 48,016 80,517 70,837 199,37041

前　年　度 44,060 70,645 57,667 172,372 24,415 196,787

（千円）

9,872 13,170 26,998比　　　較

37

4

職 員 手 当

の　 内　 訳

区　　　分

本　年　度

前　年　度 852

1,452

比　　　較 600 1,560 720 0 568

（千円）

10,990

扶 養 手 当

3,462360

12,550 1,080

（千円）

住 居 手 当

4,030

共　済　費

（千円）

合　　計

（千円）

（千円）

特殊勤務手当

（千円）

退 職 手 当

（千円）

児 童 手 当

（千円）

300

660

30,283

2,080 37,863

2,097

36017 9,345

（千円）

時間外勤務手当管理職手当

（千円）

1,760

1,760 47,208

（千円）

期 末 手 当

(  500  )



ア　　会計年度任用職員以外の職員

イ　　会計年度任用職員

区　　　分
職　員　数

（人）

共　済　費 合　　計

（千円）

7201,560

36010,990

1,08012,550

（千円）（千円）

住 居 手 当地 域 手 当

27,700 169,263

21,558

職 員 手 当

の　 内　 訳

区　　　分
扶 養 手 当

本　年　度

給　　　料 職員手当 計

（千円） （千円） （千円） （千円）

給　　　　　　与　　　　　　費

備　　　　考

24,415 147,705

本　年　度 80,517 61,046 141,563

20

22

2

退 職 手 当 児 童 手 当管理職手当 時間外勤務手当 特殊勤務手当 通 勤 手 当 期 末 手 当

比　　　較 9,872 8,401 18,273 3,285

前　年　度 70,645 52,645 123,290

（千円） （千円） （千円）（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

前　年　度 852 3001,760 2,080

2,097 37,417

32,8413,462

計

（千円） （千円） （千円）

給　　　　　　与　　　　　　費

1,452 6601,760 4,030

8,725

本　年　度 48,016 9,791 57,807 57,807

2

区　　　分
職　員　数

（人）

合　　計
備　　　　考報　　　酬 職員手当

568 17 4,576

（千円）

比　　　較 600 3600

本　年　度 9,791

（千円）

備考　この表は、報酬をもって支弁される会計年度任用職員で、予算の積算の基礎となったものについて記載

4,769

備考　この表は、給料をもって支弁される会計年度任用職員以外の一般職の職員（事業費支弁に係る職員を含む。）で、予算の積算の基礎となったものについて記載

比　　　較

5,022前　年　度

職 員 手 当

の　 内　 訳

区　　　分

比　　　較 3,956 4,769

期 末 手 当

前　年　度 44,060 5,022

19

17 49,082 49,082

8,725
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（２） 給料及び職員手当の増減額の明細

増　　減　　額

（千円）

給　　　　 料 9,872

職 員 手 当 13,170

平 均 給 料 月 額 （円）

平 均 給 与 月 額 （円）

平 均 年 齢 （歳）

平 均 給 料 月 額 （円）

平 均 給 与 月 額 （円）

平 均 年 齢 （歳）

高　　校　　卒 145,600

高　　校　　卒 145,600

区　　　分 一　般　行　政　職　（円）

区　　　　　　　　　　　　　　　　分

ア．職員１人当たり給与

その他の増減分 10,236

（３） 職員（会計年度任用職員を除く。）の給料及び職員手当の状況

その他の増減分

令和3年1月1日現在

9,310

　制度改正に伴う増減分 2,934

区　　　分
増　減　事　由　別　内　訳

562普通昇給に伴う増加分

（千円）

給与改定に伴う増減分

令和2年1月1日現在
大　　学　　卒 183,700

令和3年1月1日現在
大　　学　　卒 183,700

イ．初任給

令和2年1月1日現在

技　能　労　務　職　（円）

(  502  )



昇給期

　 １０ 月 19 人

　　　職員数の異動状況

本　年　度 22 人

千円 前　年　度 20 人

増　　　 減 2 人

千円

千円

千円

308,595

404,781

39

307,425

417,033

40

総合職 186,700

一般職 182,200

総合職 186,700

一般職 182,200

技　 能　 労　 務　 職

一　般　行　政　職　（円）

国　　　の　　　制　　　度

一　 般　 行　 政　 職

職員構成等の変動による増減分

9,310

△ 822

期末手当支給月数改正による減分

会計年度任用職員への期末手当

本則適用による増分

3,756

備　　　　考

職　員　数

　　　平均昇給率　　1.40％

150,600

150,600

　職員構成等の変動による増減分

10,236

技　能　労　務　職　（円）

説　　　　明
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 ウ．級別職員数

職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）

６　　級

2 10.0 ５　　級

1 5.0 ４　　級

2 10.0 ３　　級

7 35.0 ２　　級

8 40.0 １　　級

20 100.0 計

６　　級

2 10.0 ５　　級

４　　級

4 20.0 ３　　級

4 20.0 ２　　級

10 50.0 １　　級

20 100.0 計

　　　　　（級別の標準的な職務内容）

６　級 ４　級 ３　級 ２　級 １　級

部　長 課長補佐 係　長 主　任 主　事

係　長 主　任 主　事

技　能　労　務　職

令 和 3 年 1 月 1 日 現 在

令 和 2 年 1 月 1 日 現 在

区分

計

６　　級

５　　級

４　　級

級

３　　級

一　般　行　政　職

６　　級

５　　級

４　　級

計

２　　級

１　　級

技能労務職

３　　級

２　　級

１　　級

区　　分

一般行政職 課　長

５　級
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6　月（月分） 12　月　（月分） 3　月　（月分）

２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者 最　高　限　度

（月分） （月分） （月分） （月分）

区　　　　　　 分 国の制度との異同

配偶者（管理職） 3,000円 配偶者（管理職） 3,500円

配偶者（一般職） 6,000円 配偶者（一般職） 6,500円

（市） 子 9,000円 （国） 子 10,000円

その他（管理職） 3,000円 その他（管理職） 3,500円

その他（一般職） 6,000円 その他（一般職） 6,500円

（市） 借 家 ・ 借 間 15,000円 （国） 借 家 ・ 借 間 28,000円 （ 限 度 ）

　 55,000円 （ 限 度 ）

差 異 の 内 容

(満16歳から満22歳までの子 4,000円加算) (満16歳から満22歳までの子 5,000円加算)

(2％～20％加算）

15

定年前早期退職

特例措置支  給  率  等

通　勤　手　当 （国）異　　 な　　 る （市）

住　居　手　当 異　　 な　　 る

国 の 制 度 （ 支 給 率 ） （ ％ ） 15

扶　養　手　当 異　　 な　　 る

※35歳未満の職員のみ支給

国 立 市 全 地 域

国  の  制  度
（支給率等）

24.586875 33.27075 47.709

定年前早期退職

特例措置

(2％～45％加算）

47.709

備　　考

本   年   度

職制上の段階、職務の
級等による加算措置

前   年   度

有

区　　分
支　給　期　別　支　給　率

支給率計（月分）

2.10 2.20 0.25 4.55

2.15 2.25

その他の加算措置

有

有

退職時特別昇給 備　　　　　　考

エ．期末手当・勤勉手当

オ．定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

キ．その他の手当

（ 限 度 ）　 55,000円

23.00 30.50 43.00 43.00

国 の 制 度

区　　　　　　分

支 給 対 象 職 員 数 （ 人 ） 20

カ．地域手当

支 給 対 象 地 域

支 給 率 （ ％ ）

0.25

2.225

4.65

4.452.225
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期 間 金 額 期間 金額 国都支出金 地 方 債 そ の 他
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

1.
地域包括支援センター
システム賃借料

19,487
平成30年度から
令和2年度まで

11,714
令和3年度から
令和4年度まで

7,810 7,810

2.
介護保険システム機器
賃借料

21,236
令和3年度から
令和7年度まで

21,054 21,054

左 の 財 源 内 訳
特 定 財 源

一般財源
事 項 限 度 額

前 年 度 末 ま で の
支 出 （ 見 込 ） 額

当該年度以降
の支出予定額

Ⅳ．債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額又は支出額の見込み及び当該年度以降の
支出予定額等に関する調書
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